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   令和元年度帯広市財政健全化等審査意見について 

 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条及び第２２条の規定により審査に付された、

健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査した

ので、別紙のとおり意見を提出します。 
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令和元年度帯広市財政健全化審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

   令和元年度帯広市各会計決算に基づく実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費

比率及び将来負担比率（以下「健全化判断比率」という。）並びにその算定の基礎となる

事項を記載した書類 

 

第２ 審査の期間 

   令和２年８月５日から令和２年８月２５日まで 

 

第３ 審査の概要 

   財政健全化審査に当たっては、帯広市監査基準に準拠し、市長から提出された健全化

判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の計数の正確性を検証するとと

もに、適正に算定されているかどうかを主眼として実施した。 

 

第４ 審査の結果 

   審査に付された、次の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

の計数は正確であり、いずれも適正に算定されているものと認められた。 

 

 

記 

（単位：％）

令和元年度 平成30年度

１ 実質赤字比率 － － １１．４３　 ２０．００　

２ 連結実質赤字比率 － － １６．４３　 ３０．００　

３ 実質公債費比率 ８．９　 ８．９　 ２５．０　　 ３５．０　　

４ 将来負担比率 ８２．３　 ９１．１　 ３５０．０　　

区　　分
健全化判断比率

早期健全化基準 財政再生基準

 

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、赤字額がないため「－」で表示して 

いる。 
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令和元年度帯広市経営健全化審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

   令和元年度帯広市各公営企業会計（水道事業会計、下水道事業会計、簡易水道事業会

計及び農村下水道事業会計）決算に基づく資金不足比率及びその算定の基礎となる事項

を記載した書類 

  ※水道事業会計及び下水道事業会計は、地方公営企業法適用企業に係る特別会計である。 

   簡易水道事業会計及び農村下水道事業会計は、地方公営企業法非適用企業に係る特別

会計である。 

 

第２ 審査の期間 

   令和２年８月５日から令和２年８月２５日まで 

 

第３ 審査の概要 

   経営健全化審査に当たっては、帯広市監査基準に準拠し、市長から提出された資金不

足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の計数の正確性を検証するととも

に、適正に算定されているかどうかを主眼として実施した。 

 

第４ 審査の結果 

   審査に付された、次の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類の

計数は正確であり、いずれも適正に算定されているものと認められた。 

 

 

記 

（単位：％）

令和元年度 平成30年度

１ 水道事業会計 － － ２０．０　　　

２ 下水道事業会計 － － ２０．０　　　

３ 簡易水道事業会計 － － ２０．０　　　

４ 農村下水道事業会計 － － ２０．０　　　

経営健全化基準会　計　名
資金不足比率

 

※資金不足比率については、いずれの会計についても資金不足額がないため「－」で 

表示している。
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（注）１　法非適用、法適用の「法」は、地方公営企業法をいう。

　　　２　資金不足比率は、公営企業会計の事業ごとに算定する。

帯広市土地開発公社地 方 公 社

将

来

負

担

比

率

下水道事業会計

後期高齢者医療会計

介護保険会計

ばんえい競馬会計

帯
　
　
　
広
　
　
　
市

公

営

事

業

会

計

駐車場事業会計

簡易水道事業会計

農村下水道事業会計

特 別 会 計

北海道後期高齢者医療広域連合

健全化判断比率会　　計　　区　　分

一　　般　　会　　計

資
金
不
足
比
率

法
適用

１　健全化判断比率・資金不足比率の算定対象範囲

十勝圏複合事務組合

十勝中部広域水道企業団

とかち広域消防事務組合

北海道市町村備荒資金組合

中島霊園事業会計

空港事業会計

国民健康保険会計

実

質

公

債

費

比

率

公
営
企
業
会
計

一

般

会

計

等

実

質

赤

字

比

率

連

結

実

質

赤

字

比

率

一 部 事 務 組 合

広 域 連 合

水道事業会計

法
非適用
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（１）実質赤字比率

Ａ ＝ 一般会計等の実質赤字額

： 一般会計及び特別会計のうち公営事業会計を除いた会計を合わせた会計の実質

赤字額

Ｂ ＝ 標準財政規模

＝ 標準税収入額等　＋　普通交付税額　＋　臨時財政対策債発行可能額

◎年度別決算数値 （単位：％・ポイント）

Ａ

Ｂ

（注）黒字の場合、比率は△（マイナス）で表示

Ａの内訳 （単位：千円）

一般会計

中島霊園事業会計

空港事業会計

（注）黒字の場合、金額は△（マイナス）で表示

Ｂの内訳 （単位：千円）

標準税収入額等

普通交付税額

臨時財政対策債発行可能額

２　健全化判断比率・資金不足比率の算定式と数値

　実質赤字比率とは、一般会計及び特別会計のうち公営事業会計等を除いた会計の実質赤字
額の標準財政規模に対する比率で、令和元年度は△０．８５％となり、前年度に比較して
１．２５ポイント低下した。

41,061,998
△　0.85

平成30年度

△ 353,025

実質赤字比率

＝

Ａ

増△減

1.25△　2.10＝

令和元年度

Ｂ
＝

増△減

28,946

△ 865,660

0

平成30年度令和元年度

△ 445,468

315,538

512,635

0

0

158,876

区　　　分

△ 353,025 512,635

増△減

合　　　計 △ 865,660

会　計　名

41,061,998 41,033,052

2,558,363

△ 353,025

0

25,277,697

0

13,355,868 13,196,992

平成30年度

25,593,235

令和元年度

合　　　計

2,112,895

0
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（２）連結実質赤字比率

Ｂ ＝ 標準財政規模

Ｃ ＝ 連結実質赤字額（イとロの合計額）

イ ： 一般会計及び公営企業会計以外の特別会計の実質赤字（黒字）額の合計額

ロ ： 公営企業会計の資金不足（剰余）額の合計額

◎年度別決算数値 （単位：％・ポイント）

Ｃ

Ｂ

（注）黒字の場合、比率は△（マイナス）で表示

Ｃの内訳 （単位：千円）

水道事業会計

下水道事業会計

簡易水道事業会計

農村下水道事業会計

（注）黒字または資金剰余の場合、金額は△（マイナス）で表示

一般会計及び特別会計（イ） 606,355△ 1,715,925△ 1,109,570

駐車場事業会計

ばんえい競馬会計

介護保険会計

後期高齢者医療会計

国民健康保険会計

空港事業会計

中島霊園事業会計

一般会計

＝
Ｃ

Ｂ

増△減

△　12.43 1.26

令和元年度 平成30年度

＝ △　11.17
41,061,998

会　計　名 令和元年度

0 0 0

0

△ 277,118

△ 322,338

△ 68,333

171,349

0 0

△ 88,756

△ 200,586

△ 87,933

△ 274

公営企業会計（ロ） △ 3,479,270 △ 3,387,418 △ 91,852

△ 46,707△ 2,329,096 △ 2,282,389

△ 15,239 △ 11,656 △ 3,583

△ 1,134,935 △ 1,093,373 △ 41,562

　連結実質赤字比率とは、一般会計及び特別会計を含めた全会計の実質赤字額と資金不足額
を加えた連結実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、令和元年度は△１１．１７％とな
り、前年度に比較して１．２６ポイント低下した。

△ 493,687

△ 68,059

△ 76,532

△ 823

＝

平成30年度 増△減

△ 353,025 △ 865,660 512,635

連結実質赤字比率

0 0 0

△ 4,588,840

00 0

合　計（イ＋ロ） △ 4,588,840 △ 5,103,343 514,503
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（３）実質公債費比率

（ Ｄ ＋ Ｅ ） － （ Ｆ ＋ Ｇ ）

Ｂ － Ｇ

Ｂ ＝ 標準財政規模

Ｄ ＝ 地方債の元利償還金（繰上償還等を除く）

Ｅ ＝ 準元利償還金

Ｆ ＝ ＤまたはＥに充てられる特定財源

Ｇ ＝ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

◎年度別決算数値

（ Ｄ ＋ Ｅ ） － （ Ｆ ＋ Ｇ ）

Ｂ － Ｇ

（ ＋ ＋ ）

（単位：千円・％）

区　　　分

元利償還金（Ｄ）

平成29年度

9,104,196

1,789,626

うち、満期一括償還地方債

準元利償還金（Ｅ）

5,442,713

41,068,341

9.1

13,333

2,216,440

8.9

2,274,1332,229,428

実質公債費比率（３か年平均）

（Ｄ＋Ｅ）－（Ｆ＋Ｇ）／（Ｂ－Ｇ）

実質公債費比率（単年度）

標準財政規模（再掲）（Ｂ）

基準財政需要額算入額（Ｇ）

特定財源（Ｆ）

8.7 8.9

5,161,021

41,061,998

5,287,158

8.9 8.8

実質公債費比率

　実質公債費比率とは、一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規
模に対する比率の３か年の平均比率で、令和元年度は８．９％となり、前年度と同率にな
った。

8,861,735 1,736,082 2,274,133 5,161,021

＝

）－（

（３か年平均）

＝
－ 5,161,021

8.8%＝
41,061,998

41,033,052

1,736,082

平成30年度 令和元年度

1,728,608

6,667

8,861,7358,984,145

0
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（４）将来負担比率

Ｈ － （ Ｉ ＋ Ｊ ＋ Ｋ ）

Ｂ － Ｇ

Ｂ ＝ 標準財政規模

Ｇ ＝ 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

Ｈ ＝ 将来負担額

Ｉ ＝ 充当可能基金額

Ｊ ＝ 特定財源見込額

Ｋ ＝ 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

◎年度別決算数値

Ｈ － （ Ｉ ＋ Ｊ ＋ Ｋ ）

Ｂ － Ｇ

－ （ ＋ ＋ ）

－

（単位：％・ポイント）

＝

（単位：千円・％）

　将来負担比率とは、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比
率で、令和元年度は８２．３％となり、前年度に比較して８．８ポイント向上した。

将来負担比率 ＝

＝
41,061,998 5,161,021

110,961,665 9,134,742 20,878,850 51,377,377

特定財源見込額（Ｊ） 20,878,850 21,084,537 △ 205,687

将来負担額（Ｈ）

充当可能基金額（Ｉ） 883,6238,251,1199,134,742

標準財政規模（再掲）（Ｂ） 41,061,998 41,033,052 28,946

51,377,377 52,858,116基準財政需要額算入見込額（Ｋ） △ 1,480,739

増△減

△　8.8

令和元年度

△ 3,821,661

区　　　分 増△減

平成30年度令和元年度

91.182.3

平成30年度

110,961,665 114,783,326

（Ｈ－（Ｉ＋Ｊ＋Ｋ）／（Ｂ－Ｇ））

基準財政需要額算入額（再掲）（Ｇ） 5,161,021 5,287,158 △ 126,137

将来負担比率
△ 8.891.182.3
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（５）資金不足比率

Ｌ ＝ 資金不足額　

法適用企業（イ－ロ）

イ : 流動負債等（流動負債 － 控除企業債等（注1））

ロ : 流動資産等（流動資産 － 控除財源（注2））

法非適用企業（ハ－ニ）

ハ :

ニ : －

Ｍ ＝ 事業の規模

法適用企業 ＝ －

◎各公営企業会計の年度別決算数値

（単位：千円、％）

（注）資金不足額の△（マイナス）表示は、資金の剰余を表す。

　　　資金不足比率は、資金不足額がない場合、「－」で表示している。

　　繰り越した事業の財源に充当することが出来る特定の収入

（注2）控除財源とは、令和元年度において執行すべき事業に係る支出予算の額のうち、令和２年度に

　　で、建設改良費等に充てるためのものの額

（注1）控除企業債等とは、貸借対照表の流動負債に計上されている企業債及び他会計からの長期借入金

法非適用企業 ＝
営業収益に相当
する収入の額

－
受託工事収益に相当
する収入の額

受託工事収益の額営業収益の額

歳出額

歳入額 翌年度に繰り越すべき財源

資金不足
比　　率
(Ｌ)/(Ｍ)

△ 2,329,096 3,932,469 －

事業の規模
（Ｍ）

資金不足額
（Ｌ）

(イ－ロ・ハーニ)

－

122,542 △ 15,239 51,957 －

3,405,350

3,430,952 －

△ 25,602

21,930

219,291

流動負債等
又は歳出額
（イ・ハ）

流動資産等
又は歳入額
（ロ・ニ）

2,548,387

会　　計　　名
（法適・法非適）

簡易水道事業会計

107,303

△ 1,134,935

28,171 －

320,484 2,602,873 △ 2,282,389 3,916,581 －

135,314 135,314 0

　資金不足比率とは、公営企業会計ごとの資金不足額の事業の規模に対する比率で、令和元年
度も前年度と同様に４公営企業会計とも資金不足額は発生していない。

Ｌ

Ｍ
＝

令
和
元
年
度

平
成
30
年
度

増
△
減

△ 476,365

資金不足比率 

88,956 100,612 △ 11,656 49,891 －

664,517 1,757,890下水道事業会計（法適）

－

△ 101,193 △ 54,486 △ 46,707 15,888

0 1,450

簡易水道事業会計

農村下水道事業会計

水道事業会計（法適）

下水道事業会計（法適）

△ 3,095 △ 3,095

△ 1,093,373

2,066

26,721

△ 41,562

138,409 138,409 0

△ 434,803

18,347

農村下水道事業会計

簡易水道事業会計

農村下水道事業会計

水道事業会計（法適）

△ 3,583

水道事業会計（法適）

下水道事業会計（法適）

188,152 1,323,087
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Ｌ（イ）の内訳 （単位：千円）

Ｌ（ロ）の内訳 （単位：千円）

Ｍの内訳 （単位：千円）

0 26,721

0 3,430,952

3,916,581

0

0

0

49,891 0 49,891

3,430,952
平
成
30
年
度

水道事業会計

下水道事業会計

簡易水道事業会計

農村下水道事業会計

水道事業会計

会　　計　　名

26,721

令
和
元
年
度

平成
30
年度

下水道事業会計

令和
元
年度

農村下水道事業会計

2,548,387

会　　計　　名
　営業収益の額
　又は相当する
　収入額（ア）

3,405,350

平成
30
年度

28,171

0

3,932,469

3,405,350

0

2,602,8732,602,873 0

320,484

流動負債等
（ア－イ）

51,957

28,171

水道事業会計

下水道事業会計

簡易水道事業会計 51,957

3,932,469

0

下水道事業会計 1,323,087

水道事業会計

会　　計　　名

水道事業会計 1,273,028 1,053,737 219,291

控除企業債等
（イ）

流動負債
（ア）

令和
元
年度

3,916,581

下水道事業会計

1,323,087

1,757,890

1,347,872

188,152

 受託工事収益の
 額又は相当する
 収入額（イ）

事業の規模
（ア－イ）

1,757,890

0

下水道事業会計 2,076,5062,264,658

1,027,388

流動資産
（ア）

2,548,387 0

2,785,088 2,120,571 664,517

控除財源
（イ）

流動資産等
（ア－イ）

水道事業会計
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３  用 語 解 説 
 

健全化判断比率 

  実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率の４つの財政指

標の総称です。 

  地方公共団体は、この健全化判断比率のいずれかが一定基準以上となった場合には、

財政健全化計画又は財政再生計画を策定し、財政の健全化を図らなければなりません。 

  健全化判断比率は、財政の早期健全化や再生の必要性を判断するものであるとともに、

他団体と比較することなどにより、当該団体の財政状況を客観的に表す意義を持つもの

です。 

 

実質赤字比率 

  福祉、教育、まちづくり等の地方公共団体の中心的なサービスを行う一般会計等を対

象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率で、赤字の程度を指標化し、財政運営

の深刻度を示すものです。 

  この比率が高くなるほど、赤字の解消が難しくなってくるので、より多くの歳出削減

や歳入増加策を講じなければなりませんし、解消の期間も長期間になるなど、深刻な事

態になっているということになります。 

 

連結実質赤字比率 

  一般会計等のほか、公営企業会計や国民健康保険会計等の全ての会計を対象とした赤

字や黒字を合算して、地方公共団体全体としての実質赤字額又は資金の不足額の標準財

政規模に対する比率で、赤字の程度を指標化し、地方公共団体全体としての財政運営の

深刻度を示すものです。 

  この比率が高くなるほど、実質赤字比率と同様に赤字の解消が難しくなります。 

 

実質公債費比率 

  地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を

基本とした額（標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した

額）に対する比率です。 

  借入金の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示すも

のです。 

  借入金の返済については、削減することや先送りすることは原則的にはできません。 

  このため、この比率が高くなるほど財政の弾力性が低下し、他の経費を節減しないと

赤字再建団体に転落する可能性が高まります。 

 

将来負担比率 

  地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額（実質公債費

比率と同じ）に対する比率です。 

  地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担

等の現時点での残高の程度を指標化し、将来、財政を圧迫する可能性の度合いを示すも

のです。 

  この比率が高い場合、将来負担額を実際に支払っていかなければならないので、今後

の財政運営が圧迫される等の問題が生じる可能性が高いといえます。 

 

 



- 11 - 

 

早期健全化基準 

  地方公共団体の財政収支が、不均衡な状況その他の財政状況が変化した場合において、

自主的かつ計画的にその財政の健全化を図るべき基準として、実質赤字比率、連結赤字

比率、実質公債費比率及び将来負担比率のそれぞれについて定められた数値です。 

  健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て

財政健全化計画を定め、自主的な努力による財政健全化が求められます。 

 

財政再生基準 

  地方公共団体の財政収支が、著しい不均衡その他の財政状況の変化により、自主的な

財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的にその財政の健全化を図るべき

基準として実質赤字比率、連結実質赤字比率及び実質公債費比率のそれぞれについて、

早期健全化基準を超えるものとして定められた数値です。 

  健全化判断比率のうち将来負担比率を除いた３つの指標のいずれかが財政再生基準以

上の場合には、いわゆる赤字再建団体となり、議会の議決を経て財政再生計画を定め、

国等の関与による確実な再生が求められます。 

 

資金不足比率 

  当該地方公共団体の公営企業ごとの資金の不足額の事業の規模に対する比率です。 

  公営企業の資金不足を、公営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化

したものです。 

  この比率が高くなるほど、料金収入で資金不足を解消するのが難しくなるので、公営

企業として経営に問題があることになります。 

 

経営健全化基準 

  地方公共団体が、自主的かつ計画的に公営企業の経営の健全化を図るべき基準として、

資金不足比率について定められた数値です。 

  資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て経営健全化計画を

定め、自主的な努力による経営健全化が求められます。 

 

一般会計等 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律における実質赤字比率の対象となる会計で、

地方公共団体の会計の一般会計及び特別会計のうち公営事業会計を除いた会計をあわせ

た会計のことです。 

  帯広市の場合は、一般会計、中島霊園事業会計及び空港事業会計がこれにあたります。 

 

公営事業会計 

  公営事業会計は、地方財政法等の規定により、特別会計を設けてその経理を行わなけ

ればならない公営企業や国民健康保険事業などに係る会計のことです。 

  帯広市の場合は、国民健康保険会計、後期高齢者医療会計、介護保険会計、ばんえい

競馬会計、駐車場事業会計及び次頁の４つの公営企業会計がこれにあたります。 
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公営企業（法適用企業・法非適用企業） 

  公営企業とは、地方公共団体が経営する企業であり、地方公営企業法適用企業と非適

用企業に分類されます。 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律においては、地方公営企業法の全部又は一

部を適用している企業を法適用企業、地方財政法第６条の規定により特別会計を設けて

事業の経理を行っている公営企業であって法適用企業以外のものを法非適用企業と定義

しています。 

  帯広市の場合は、水道事業及び下水道事業が法適用企業に該当し、簡易水道事業及び

農村下水道事業が法非適用企業にあたります。 

  公営企業の経理は特別会計を設けて行うこととされており、その特別会計を公営企業

会計といいます。 

 

実質赤字額 

  当該年度に属すべき収入と支出との実質的な差額をみるもので、形式収支から、翌年

度に繰り越すべき継続費逓次繰越や繰越明許費繰越等の財源を控除した額をいいます。 

  実質赤字額がある団体を「赤字団体」と呼んでいます。 

 

標準財政規模 

  地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示す

もので、標準税収入額等に普通交付税額と臨時財政対策債発行可能額を加算した額をい

います。 

 

標準税収入額等 

  基準財政収入額（客観的に算定された標準的な状態で納入が見込まれる税収額）を基

礎に計算された収入と地方譲与税などの合計額をいいます。 

 

臨時財政対策債 

  地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外にも充てられる地方財政法第５

条の特例として地方債計画に計上され発行される地方債です。 

 

資金不足額 

  公営企業ごとに資金収支の累積不足額を表すもので、法適用企業については、流動負

債等の額から流動資産等の額を控除した額を基本としています。 

  また、法非適用企業については、一般会計等の実質赤字額同様に算定した額を基本と

しています。 

 

準元利償還金 

  一般会計等から他会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたもの、一

部事務組合への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てた

もの、債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものなど公債費に準じた経費を

いいます。 

 

基準財政需要額 

  普通交付税の算定上、地方公共団体が合理的かつ妥当な水準の行政を行い、又は施設

を維持するために必要な財政需要を各行政項目ごとに算定した額の合算額をいいます。 


